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1． はじめに

人口移動の行なわれる範囲が一国内でとどまる場合は，通常，国内移住ある

いは内国移住と呼ばれる。ブラジルにおいては，国外からの移住つまり外国移

民の流入についての研究はかなりされてきたが，国内移民の動向についてはそ

れほどの注意が向けられることばなかった｡しかし，世界恐慌の勃発を契機と

して外国移民の時代が，事実上，終りを告げてからは，国内に台頭してきた民

族主義的風潮とあいまって，国内移住者に対する関心が高まったのである。

国内移住の基本的なパターンは，①農村→都市，②農村→農村，③都市→農

村，④都市→都市，の４つある。明らかに，現代世界でもっとも重要な意味を

持っているのは①のパターンであるが，すべてのパターンは同時に発生するし，

その動きの強さは時と所の状況に従うことは言うまでもない。ブラジルにおけ
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合併合，１９７６年，ラテン。アメリカ政経学会，１０～１９頁。

⑤Jos6FranciscodeCamargo，ｏｐ､Ｃｉｔ.，ＩＰ・Ｕ４～１１５．

４．国内移住の主要な結果

４－１．雇用榊造の変化

農村から都市への人口移動の結果，雇用構造の変化が起こった。１９２０年

のセンサスによれば，第一次産業に雇用された経済活動人口は全体の７３．１影，

第二次産業は１２９影，第三次産業に１３．４影であった①。

第２０表一経済活動人口米の部門別雇用（形）

〔出所〕Jos5FranciscodeCamargo，ＣＤ・Ｃｉｔ.，ＰＰ､164～１６５，匹.168～
１６９．

米１０才以上。

米米地域区分Ⅱ。

上表の資料を検討すると，次のような変化を読みとれる。まず，第一次部門

において，全体に対する割合は減少（７０．２錨→６０７影）している。もっ

とも下落が大幅であったのは，都市化が急速に進行した南東部（９．５彩減），
次いで南部（７彩滅）であった。北部，北東部においても下落しているが，中

西部のみ，小幅ながら増加を記録した。また，１９４０－５０年の期間に経済
活動人口は２１．８影増加したのに，第一次産業に雇用されたのは，わずかに国

全体で５．３％増にすぎなかった。以上のことから，人口移動は第一次産業を放
棄する方向で生じたということになる。
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分的には生計費の差からもたらされているとしても，段業と非農業部門との間

に存在する大きな格差である。殊に農村一都市間の最大の移住の動機は，大
きな－人当り所得の差であると言って間違いなかろう。

しかしながら，相対的にみると，第二次大戦後，農業部門の－人当り所得は

非農業部門よりも上昇している事実にも注意すべきである。この事実は，戦後
期の比較的大きな国内移住の流れが，農業;と非農業部門間の所得格差を減少す

る方向に作用したことを示唆していると思われるが，引き続き両部門間に大き
な格差が存在しているため，将来も社会・経済的な諸条件が大きく変化しない
かぎり，国内移住現象は継続すると思われる。

農業部門の低所得を惹ざ起こす低生産性の原因は，肥料の投下や機械化に基

礎を瞳く集約的農業を発展させる圧力が小さかったことによっている。農業に

おける低生産性は未開拓地の存在によって相殺され，土地の生産性を高めるた

めの新技術に投資することもなく農業生産が拡大され，また，抜本的な農地改
革も行なわれることもなかった②。

戦後の工業化の時期において与えられた低い優先権のために農業部Ｆ１が立遅れたことは

明白である（第１８表参卿。農業に存在する問題の大部分は農業開発の榊造から

発している。第１９表は，１９６０年の農業榊造にみられる土地分配の不平等

の実態を示している。まず，未耕作の土地の割合は，′｣､農場よりも大農場にお

ける方がかなり多いことを指摘できる。次に，ブラジルの土壌の肥沃度は高い

とは言えないので，１０ヘクタール未満の農場（全体の約４５形）の所得は非

常に低く，５０ヘクタール未満にまで拡大しても，その農地の大部分は非経済
●

的であると推測される。１９６０年の時点で農場の８０鯵以上は，５０ヘクタ

ール未満の所有地に位置している。当然，土地の生産性を高めるための新技術

の採用に，大きな困難を有しているのがこれらの小農場である。他方，総農場

数の約１影にも連していない１，０００ヘクタール以上の大農場は，全耕作地面

俄の約４７影を占めているが，耕作面積は２．７影にすぎず，残りは牧草地など

としてかなり粗放的に利用されていると想像されるが，１０ヘクタール以下の

所有地の約６７形，１０～４９ヘクタールの所有地の約４７鯵は耕作されてい

た｡

このような土地所有の型から小所有地への農業労働力の強い集中が結果し，

１９５０年，５０ヘクタール未満の農場に農業労働者の約５６影がみられた③。

－４７－



第’６表には国の平均所得と比較しての－人当り平均所得の形で，所得の地

域格差が示されている。概観して，北東部にもっとも低い部分のほとんどが存

在していることに気づく。同地域を構成する大部分の州の実質所得の平均は国

の平均の半分に達していないのである。それに対して，連邦地区は国の平均の

約３倍の平均所得を有し，次いでサン・パウロ州は約１．８倍に達している。こ

の結果，北東部と南部の間に存する差は，ブラジルと西欧の若干の先進工業国

との間よりも相対的に大きいとさえ言われるのである。

３－３．部門間所得格差

賃金についての農業部門と工業部門との格差は，確かに，都市が農村に対し

て持っている吸引力のもっとも直接的な要因と言えるであろう。第’７表は，

戦後の第二次部門（工業部門）・第三次部門（サービス部門）に比しての第一

次部門の所得状況を表わしたものである①。そのもっとも印象的な側面は，部

第１７表部門別一人当り所得－１９５３年価格一

〔出所〕Ｇ・Edwa｢dSchuh，ＯＤＣ山，Ｐ､54.
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年
第一次部門

１人当りﾉﾂﾞi得（新クルゼイロ）

第二次・第三次部門

1人当り所得ＣＩ５ｉクルゼイロ）
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第１６表州別実質所得の推移（国の平均＝１００）

〔出所〕WemerBaer，ｏｐ・Ｃｉｔ.，Ｐ､170．

米グアナバーラ州に対する数値。

未来１９４８年。

し､部分が広汎に存在し，著しく農村的特徴を有している点を考慮に入れると，

表に示されているよりもその実質所得は高いと言えるが，それにもかかわらず，

大きな格差の存在を否定できない。
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第１４表未熟練労働に対する農業賃金－１９５９年一（月額）

〔出所〕Ｇ、EdwardSchuh，ｏｐ,Ｃｉｔ.，Ｐ､52.

の所得格差に反映している。北東部は人口の２５影を抱えているが，国民所得

の１０％しか生みだしていないのに対して，人口の約３５影を有する南部は，

国民所得の５０影を占めている。しかし，北東部には市場経済に参画してぃな

第１５表国民所得の地域的分布

〔出所〕WernerBaer，ｏｐ・Ｃｉｔ.，Ｂ169．
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第１３表農業賃金水準と人口流出－１９５２年一
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〔出所〕JosgFranciscodeCamrgo，。p・Ｃｉｔ.，ｐｐ､136～137．

米地域区分Ｈ・準州は省略したが，合計には含まれている｡
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8０

５２

８３

’
一
１

８

1４

２１

５
３
８

２
２
２

1７

１

７

１
一
３

１
’
一

２
２
’

４
０
０

５
４
６

中西部 １１２ 1１２ ８ 3７ 1７ １ 6３

マヅトクiゴーソ

ゴィアース

３５

７７

3５

７７

’
８

1１

２６

４

1３

’
１

一 一

１５

４８

ブラジル 1９３４ 1８７４ 5７ 6９１ 4９０ 154 3０ ３ 2０ 1４４５



ていることは疑いない｡

所得格差という観点から地域別実質最低賃金についてみてみよう。地域によ

って物価水準が異なるから，鎧低賃金は厳密に地域間の所得水準を反映してい

るとは言えないが，先進の南東部・南部とその他の地域との差は大きく，しか

も拡大傾向にあることが分かる。

次に，農業賃金の地域格差について考察してみよう。第１３表によれば，労

働力の流れの起こったムニシピオの数と，そこで支配的な農業賃金水準との間

に高い相関関係の存在が確認される。１９５２年，プラtツルに存在する１９３４

のムニシピオのうちの１，８７４が調査対象とされ，１，４４５のムニシピオから

農業労働力の流出がみられた。もっとも流出の多かった地域は１日の賃金が，

１１～２０クルゼイロと２１～３０クルゼイロのムニシピオで，流出した農業

労働力の８１．７形を占めている。前記の１，４４５のムニシピオのうちの５７で

支配的な賃金は１日１０クルゼイロを超えていなかった。例えば，ピアウイー

の１２のムニシピオ，セアラーの９のムニシビオ，ミナス・ジェライスの８の

ムニシピオなど。また，農業労働者が流出していて支配的な賃金水準が１１～

１２クルゼイロの６９１のムニシピオのうちの５７．１影が北東部地域に存在し

ている。ミナス・ジェライスに位置する３８８のムニシピオのうちの１５２も

同じ状況にあった。さらに，農業労働力の流出のみられた北東部の４８３のム

ニシピオのうちの８割以上において，もっとも普通の農業賃金は１１～２０ク

ルゼイロと低かった。南東部(二ついては，北東部よりも高い水準にあるけれど

も，ミナス・ジェライスのみが低賃金のために労働力の流出が顕著である。し

かしながら，サン・パウロにおいては３６６のムニシピオのうちの２９７から

流出したが．そこの支配的な１日当りの賃金は，２１～３０クルゼイロと３０

～４０クルゼイロの間にあった。比較的高い賃金水準にもかかわらず，流出が

起こったのは，農村から都市への移動だけでなく，同州あるいは他州の開拓前

線地域へ向かう流れが原因となっていると判断される。

以上のように農業賃金水準の地域格差は大きく，北低南高の型をとっている｡

つまり，未熟練労働力に対する農業賃金の最低はセアラーにあり，南部に行く

につれて増加し，最高はリオ・クランデ・ド・スルにみられる。この傾向はそ

の後も変っていない（第１４表参照）。

これまで検討してきた賃金の地域格差は，第１５表が示すように地域間

－４２－



第１１表居住地域別の人口増加

－１９４０年～１９５０年一

､ＯＩＯ･Ｍ１

ＲｉｏｄｅＪａｎｅｊｒｏ，Ｓｅｔｅｍｂｒｏ，１９５６，Ｐ､9０．

(注）

①農村人口は人口2,000名以下の市町村に届生する人々を指し，準都市

人口と都市人口は，それぞれ庄民数5,000～2,000人，５．０００人以
上の市町村の在住者を示している｡

②Eug8nioGudin教授によれば，１９３９～１９５２年の期間にブラジル

農業の生産性は輸出用の産品を中心に２８～３４彫向上した。その原因と

して，耕作の機械化を促進した農村からの人口流出を指摘している。

ＪｏｓｅＦｒａｎｃｉｓｃｏｄｅＣａｍａｒｇｏ，ｏｐ･Ｃｉｔ．，Ｐ､7７．

３－２．地域間所得格差

地域間の賃金水準の差が所得格差を意き起こし，相対的に低い所得水準の地

域から，他の高い地域に向かってより良い生活を求めて，人口移動が行なわれ
質最低賃金（単位

地 域米’1946年（12月）11951年（12月）11954年（５月）

北部・中西部

北東部

南東部・南部

２０５．６６

２０８．４０

２７２．２０

３２２．２１

３１８．２４

４５８．００

４３１．９４

４４０．２５

６６１．７２

〔出所〕MariaJos2ViIIaca,`qAFbryadeTrabalhonoBrasil輿，Ｓ・Paul。，
１９６７，Ｐ､２３２．

米地域区分Ⅱ

－４１－

Ｌ出所」ＲｅｖｉｓｔａＢｒａｓｉｌｅｉｒａｄｅＥｃｏｎｏｍｉａ，Ａ､０１０．Ｎ０．３，Ｆ.Ｇ､Ｖ、

居住地域
人口（1,000人）

1940年９月１日 1950年７月１日

増加（1940年~1950年）

絶対数 増加の割1割ﾀｾﾞｩﾘ
Ａ、都市

Ｂ・準都市

Ａ＋Ｂ

Ｃ・農村

０
０
０
６

９
９
８
５

１
６
８
３

７
Ｐ
０
９

９
３
２
８

１
２

８
５
３
１

５
２
８
６

９
８
７
１

Ｐ

２
ａ
ａ
３

１
１
３

８
５
３
５

６
３
０
０

７
１
９
８

３
ａ
ａ
４

０
８
８
９

●
の
①
●

１
７
５
６

４
５
４
１

ブラジル ４１，２３６ ５１，９４４ １０，７０８ ２６．０



ロの自然増の程度を知るために人口全体に占める農村人口の割合と平均出生率

との関連に注目すると、１９４０年，高出生率は農村人口の割合が高い州にみ

られる。国全体については，農村人口の割合６８６％に出生率４３．６人が対応

しているが，ピアウイー州では８４８形に４９人，サンタ・カタリーナ州では

７８４彫に５０．３人，アクレ準州では８２．３影に４７人といずれも高い。これ

に対して，人口の１３．９影のみが農村人口である連邦地区の出生率は低いとい

う事実が端的に表わすように，各州の農村人口の割合と平均出生率との間には

密接な相関関係が存在していると指摘できる。

第１０表・出生率と死亡率の推移

へ

oｍｉｃｏaｏｅｏＤｅｓｅｎｖｃ

ｎｏＢｒａｓｉＩ釦，ＲｉｏｄｅＪａｎｅｊｒｏｊ１９６６，Ｐ､２４９．

他方，死亡率についてみると，出生率があまり低下しなかったのに対して，

その低下は特に国内移住の活発化した時期に著しい。一般的傾向として農村部

よりも都市部において下落が大きいけれども，次表の資料からみるかぎり，農

村からの人口流出にもかかわらず，農村人口は１９４０年に比して１９５０年

には絶対数で4,805,000人という大幅な増加をしている。それゆえ，農村
における人口の過疎現象は起こっていない。１９４０年から１９５０年までの

期間，ブラジルの農村地帯の人口は約１７影の増加を記録しているのである。

しかし，同じ期間に都市と準都市地域の人口増は約４６影であったから，明ら
かに人口成長の地域別不均衡の問題が生じたと言える。

要するに，農村人口は，出生率の維持と死亡率の低下を通じて，増加傾向を

待っていることは確かで，その結果として農業生産に人的要素の飽和状態が生

じ，農村労働力の流出が発生していると推断できるのである。

-４０－

〔出所〕WernerBaer，
６６

AIndustriaIiza鉢eoDesenvoIvimentoEcop

期間
千人についての割合

出生率 死亡率

１８７２年８月１日～１８９０年１２月３１Ｅ

１８９２年１月１日～１９００年１２月３１日

１９０１年１月１日～１９２０年８月３１日

１９２０年９月１日～１９４０年８月３１日

１９４０年９月１日～１９５０年６月３０日

５
０
０
０
５

⑰
■
●
●
■

６
６
５
４
３

４
４
４
４
４

２
８
４
３
７

●
■
⑤
●
●

０
７
６
５
９

３
２
２
２
１



いことと死亡率の継

続的低下という２つ

の原因によっている。

その結果として，余

剰農業労働力が都市

の第二次・第三次産

業部門に流出したの

である。この傾向は

農業における技術進

歩＠の促進を通じて

労働生産性が上昇，

労働力の質的な重要

性が高まるにつれて，

激化したとみてよい

であろう。

１９４０年におけ

る1,000人に対す

る出生率はかなり高

い（第９表参照）。

州別では，サンタ・

カタリーナ，エスピ

リト・サソト，ピア

ウイー，セアラーが

もっとも高い出生率

（４０～５０人）を

示し，連邦地区（２９．

２人）で最低であっ

たｏサン・パウロ州

では1,000人につ

いて４１．８人であっ

た。出生率と農村人

第９表州別出生率と農村人口の割合-1940年一

胃Ｐ西部

〔出所〕JoseFrancIscodeCamargo,op､Ｃｉｔ.,Ｐ､86.

－３９－

地域 出生率（千人当り） 農村人口の割合GiO

北部

アクレ

アマゾーナス

｡

〃、 フ

４７．０

４５．９

４２．５

８２．３

７６．０

６９．７

北東部

マ フニヨン

ビアクイ-

セアラ－

リオ･クラ:ﾉﾃﾞもﾄﾞﾉﾉuテ

パライーパー

ペルナソプーコ

ァラゴーァス

セルジ－ペ

バイーヤ

４
０
１
７
１
７
４
０
４

Ｃ
ｓ
●
●
●
①
●
●
●

５
９
０
５
７
２
２
３
２

４
４
５
４
４
４
４
４
４

０
８
３
６
１
７
９
３
１

■
巳
●
②
●
●
●
●
●

５
４
７
８
８
０
５
９
０

８
８
７
７
７
７
７
６
７

南東部

ミナス･シェライス

エスビリト･サソト

ﾘオ・デ・ジャネイロ

連邦地区

サン・パウロ

０
２
８
２
８

●
■
ｃ
■
●

４
９
９
９
１

４
４
３
２
４

９
１
５
９
９

巳
●
●
●
●

４
９
２
３
５

７
７
６
１
５

南部

パ ブ ナー

サソタ･カタリーナ

リオ･グランデ･ド･スル

８
３
３

●
●
●

６
０
４

４
５
４

７５．５

７８．４

６８．９

中西部

マット・グローソ

ゴィアース

４６．４

４７．２

７０．２

８２．８

プラ ジル ４３．６～ ６８．６



いても，一般に想像されるように北東部地域（地域区分Ｉ）ではない点に注目

する必要がある⑤。

(注）

①RobertoSimonsen，饗AspectosdallIst6｢ＩａＥｃｏＭＢｍｉｃａｄｏＢ｢asil“，

ＲｉｏｄｅＪａｎｅｉｒｏ，１９４２，Ｐ､２７５．

②ConjunturaEcon6mlca，No.４，Ｆ.０．Ｖ.，ＲｉｏｄｅＪａｎｅｉｒｏ，Abril，1952,

Ｐ－３９．

③１９３４年の移民２影制限法の骨子は「１９３４年以降，各国からの年

間入国者数を１８８４年～１９３３年の５０年間に入国した累積数の２影

に制限する」というものであった。

④Jos6EranciscodeCamargo，ｏｐ・Ｃｉｔ.，Ｐ､124.

⑤サン・パウロ州からの人口流出も起こった。１９５０年，同州には他州

出身者が多数居住していた（１０８，４２８人）が，他方，同州出身者

５０７，２３９人が他州へ流出したのである。彼らは，大部分，近隣の地域

へ移住した｡

サン・パウロ州出身者の移住地域

1ｂｉｄ．，ＩＰ､１２７～１３０

このような流出は経済圏の拡大に対応するサン・パウロ州出身者の進取

の気風（Bandei「ｉｓｍｏＰａｕＩｌｓｌａ）が健在であることの証左と思われる。

3．国内移住の主妥な原因

３－１．農村人口の自然増①

農村人口が急､激に伸びたのは．大部分，都市よりも農村にお(ナる出生率が高

－３８－

流出先 流出数

⑨

ノ、 ラナー州

連邦地区

ミナス･ジェライス

リオ・デ・ジャネイロ

ゴイアース

マヅト・グローゾ

０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０

６
０
７
９
０
９

２
７
６
９
４
５

５
４
４
１
１
１

３

計 ５０６００００



州のＬＰ。Ｅ・圧者の

１９４１年１９４２年１９４３年１９４４年１９４５年１９４６年１９４７年１９４８年１９４９年計

２３９１３１８３３０２３ｂ７１５３１８６２４９６３４２２４７６７J３１７２５１５１０２２４３４２８２９９１００．０

〔出所〕ＪＣＳ‘FranciscodeCamargojop･Cit.，Ｐ,125.

主要州別のサン。パウロ州への国内移住

ｌ
罰
Ｉ

第８表

〔出所〕第６表と同じ．Ｐ､40.

糸各州の人口に占める年平均の移住者数の割合

第７表サソー・パウロ州への国内移住者１，職業.－１９４１年～１９４９年一

州
年平均流出移住者数

1936～４０年 １９４１～４５年 １９４６～５０年

移住者流出係劉翰米
１９３６～４０年 １９４６～５０年

年人口増加率

(影）

パイ－ヤ

ミナス.ｉノェライス

ペルナソプーコ

アラゴーアス

セア フー

セルジーペ

ピアウイー

ﾘオ・デ・ジャネイロ

８
６
０
１
０
６
５
３

８
８
０
８
３
２
０
８

３
０
３
８
０
１
５
１

９
↑
６
■
９
Ｐ

０

９
３
４
４
１
１

１

２
１

７
３
６
６
１
１
３
６

７
８
２
７
６
１
６
９

８
７
０
１
６
２
３
３

Ｐ
９
日
０
９
ｐ

８
６
２
２
２
１

５
０
１
８
４
４
４
９

４
３
８
９
３
６
９
４

０
７
７
４
６
５
８
２

Ｆ
Ｐ
Ｐ
９
６
Ｄ

Ｂ
２
６
６
３
２

２
２

５
９
６
１
５
１
６
６

７
１
１
５
０
２
０
０

■
●
●
．
●
●
●
』
●

０
０
０
０
０
０
０
０

７
９
０
９
３
９
８
１

５
２
２
５
１
３
０
０

●
●
①
ロ
の
。
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０

２
６
８
５
９
０
３
０

４
５
６
５
９
９
９
５

●
Ｕ
Ｃ
Ｏ
●
●
●
●

２
１
２
１
２
１
２
２

職業 １９４１年 1942年 1943年 1944年 1945年 1946年 1947年 1948年 １９４９年 計 影

農業者

工員（有資格）

工員（無資格）

商業と工業

無載(家事労働含fj）

その他

20,606

１９７

７４５

３６１

1,746

２５８

l６Ｂ４２

８１

３５０

１３３

８５２

7２

2２９８１

４８

1６１

４９

４０８

２４

５
３
４

８
５
８

３
１

白

２５

２
３
９

６
８
１

４

2３２８５

１０９

３６５

１７５

９５４

７５

39β５１

１６８

５２９

２９１

1,305

1０３

２４β４６

８
１
６

８
９
４
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力によってサン・パウロ州は徐之に不況から脱出すると，ふたたび労働力不足

に悩むことになり，他地域からの移住者がそれに応じ，流入量が上昇した。

１９３４年まで国内と国外からの移住の流れは，多少外国からの方が優勢で

あったが，大体(二おいて均衡していた。それ以後，外国移民の入国を制限する

法令⑤が公布されたこともあって，国内移住者の方が多くなり始め，その差は

段とと拡大していった。１９３８年，サン・パウロ州への外国移住者は８，３４９

名であったのに対して，国内移住者は４７，７５５名であった。

１９２９年までの繁栄は主に農業部門（コーヒー，綿花栽培）に基づいてい

たので，大部分の国内労働者はサン・パウロ州の農業地帯に向かった。次表が

示しているように１９４１年から１９４９年までに到着した４０４，９６０人の

国内移住者のうちの９４５形は農民であった。また，この期間に同州と移住し

た人々のほぼ４分の１が集中している１９４９年には，その割合はさらに高く

なっている。このように，減少した外国移民には質的な高さが要求されること

になったのに対し，国内移住者の主力は農業部門（後には工業部門）の単純労

働をもっぱら担うことになった。５０年代に入っても，国内移住者の数は増加

を続けた（１９５０年，１０１，７６６人；１９５１年，２０８，５１５人；１９

５２年，２５３，１６９人）④。

最後に，サンパウロ州へ人口が流出した地域について言及しておこう。第８

表から，バイーヤとミナス・ジェライスがサン・パウロへの労働力の最大の供

給地域（全体の６０％～６５形）であり，次いでペルナソプーコ，アラゴーア

ス，セアラー，セルジーペなどの北東部諸州であることが確認できる。サン・

パウロへの人口流出が見られなかった地域は，ひじょうに遠い最北部，小私有

地に基づく豊かな南部諸州，連邦首都あるいは中央部の開拓地帯'二隣接する地

方である。

国内移住による人口流出のために，セアラーとビアウイーを除いて，影響を

受けた主要な州は，１９４０年～１９５０年の期間，国の人口増加率よりも低

い人口増加率'二とどまった。サン・パウロ州への人口流出係数の高い州は，ア

ラゴーアス（０．５９影），パイーヤ（０５７影），セルジーペ（０．３９影），

ペルナソプーコ（０．２０影）であって，小規模の流れを除外すれば，東部地域

の諸州（ミナス・ジェライス，パイーヤ，リオ・デ・ジャネイロ）に最大の国

内移住者流出地域があるすなわち，サン・パウロ州に向けての人口移動(二つ

－３６－



農業部門には向かわず．サン・パウロ市あるいは内陸の都市にとどまり，その

頃，２４を数えた織物工場，商業活動などに就職した｡統計によれば②，１９
０８年から１９２０年までの期間に，サン・パウロ州に入った自発的外国移民

３４万人のうちの，わずか２３形のみが農業に従事しただけであった。したが

って，同期間に７万８，０００人の自発的移民と補助移民１８万9,000人が．

一ヒー農園に向かったにとどまった｡

第６表サン・パウロ州への国内移住

１９００年～１９５１年一（単位：１０００人）

〔出所〕ConjunturaBconomica，Ｎｏ．４，Ｆ､０．V.，ＲｉｏｄｅＪａｎｅｉｒｏ

Ａｂｒｉｌ，１９５２，Ｐ､３９．

１９２０年以降，外国移民に比して他州からの移住者が増大し治め，」１９２０年以l犀，外国移民に比して他州からの移庄者が増大し治め，年間５

万人以上が流入する１９２８年～２９年まで上昇傾向を辿った。初めて，政府

は国内移住の激化による流出地域の人口の過疎化に懸念を表明したが、公的な

対策が採られる以前(二１９２９年の世界恐慌が発生し，その動きは下火(二なり，

移住者は9,000名以下に減少した。工業の発展，農業生産の多角化などの努
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ヤネイロ，連邦地区（現在は中西部地域に入るルサソ・パウロ，

南部地域一バラナー，サンタ・カタリーナ，リオ・グランデ・

スル，中西部地域－１と同じ諸州によって構成される。
／、

④JosEFranciscodeCamargo，ＥｘｏｄｏＲｕｒａＩｎｏＢｒａｓｉｌ“，Ｒｉｏｄｅ

Ｊａｎｅｉｒｏ，１９６０，ＰＢｌ２９～1３０．

ド．

２－２サン・パウロ州への人口移動

第５表サン・パウロ州への国内移住

〔出所〕Jos6PranciscodeCamargo，ｏｐ・Ｃｉｔ.，Ｐ､123．

米少数点以下３桁で四捨五入。

最大の国内移住の流れはサン・パウロ州へ向かうものであった。歴史的に国

内移住は外国からの移住にも影響を受け，同州におけるコーヒー栽培の展開に

密接に関連していた。２０世紀の初頭，コーヒーの過剰生産による危機のため，

外国からの移住は停滞傾向を示し，年によっては他国への再移住や帰国によっ

てマイナスさえ記録した①。そこで，ふたたび補助移民という負担を伴う政策

が採用され，ヨーロッパからの労働力の導入が図られた゜当時，国内移住者は

年間３，０００人にも達せず，第一次世界大戦の影響で外国からの自発的移民が，

突然減少した状況においても，国内労働者の同州への流入は5,000人を若干

上回った程度にすぎなかった。ヨーロッパからの自由労働力の大部分はもばや

－３４－

期間 移住者数 割合㈲米

１８２７～１８７９

１８８０～１８８９

１８９０～１８９９

１９００～１９０９

１９１０～１９１９

１９２０～１９２９

１９３０～１９３９

１９４０～１９４９

１９５０～１９５５

０
４
１
４
７
３
４
９
７

０
７
９
７
２
８
６
３
５

４
４

８
９
１
８
０
９

■
？
、
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ｐ
、
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０
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５
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７
３

２
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２
４
４
８

２
２

１
５
３
８
８
８

０
０

０
６
９
１
１
９

●
●
●
●
●
●
●

０
０

１
１
０
１
３
１

１
２
２
４

計 2，０５７，８０７ １００．００



ペルナンプーコ３１万人，セアラー約２７万人と続いている。州間の移住の結

果として，以下のよう(二州によって人口の増減が生じたのである。④

増加した州

パラナー３５．５％リオ・デ・ジャネイロ４．９％

ゴイアス１５．２形アクレ（準州）３．２％

連邦地区１２．６影マラニョソ０．９影

アマゾーナス６影サン・パウロ0.7形

減少した州

エスビリト・サント１３０影

ミナス・ジヱライス７．７％

アラゴーアス６．８影

(注）
～

①植民地時代の移住の動き'二ついては，CaioPradoJr.，“Forma9ao
doBrasilContempor合neo轡，Ｓ・Paul0,1963.を参照のこと。

②RevistaBrasileiradeBconomia，ＡｎｏｌＯ，Ｍｉｍｅｒｏ３，Ｐ.ＱＶ､，

ＲｉｏｄｅＪａｎｅｉｒｏ，Ｓｅｔｅｍｂｒｏ，１９５６，Ｐ､８６．

③利用した資料に従って，２種類の地域区分を用いている。以下，必要の

ある場合，地域区分Ｉ，Ⅱと明示する。

地域区分Ｉ：北部地域一グァボレー（準州，現ロソドーニャ準州），ｱ

ｸﾚ（準州，現ｱｸﾚ州ﾙｱﾏｿﾞｰﾅｽ，リオ･ﾌﾟﾗｿｺ（準州,

現ロライマ準州），パラー，アマパー（準州），北東部地域一マラ

ニョソ，ピアワイー，セアラー，リオ・グラソデ・ＩＦ・ノルテ，パラ

イーバ，ペルナソプーコ，アラゴーアス，東部地域一セルジーペ，

バイーヤ，ミナス・ジェライス，エスピリト・サソト，リオ・デ・ジ

ャネイロ，連邦地区（現在は中西部地域に入る）南部地域一サン

・パウロ，パラナー，サンタ・カタリーナ，リオ・グランデ・ＩＦ・スル

中西部地域一マットグローゾ，ゴイアース

地域区分Ⅲ：北部地域－１と同じ諸州によって構成される北東部地域

－１の北東部地域に入る諸州に，セルジーペとパイーヤが加わる

南東部一ミナス・ジェライス，エスピリト・サソト，リオ・デ・ソ

－３３－



州間国内移住の動向第４表

１９４０年，１９５０年

１９４０年 1950年１９５０牛９４０年

－
寧
画
Ｉ

〔出所〕ConjinturaEcoIi6mica，Ｎｏ．１２，Ｆ・ｑＶ.，RiodeJaneiro，Dezembro，1955,Ｐ､77.

出身州 居住州
移住者数

１９４０年 １９５０年
出身州 居住州

移住者数

１９４０年 １９５０年

ミナス･ジェライス

ﾘオ・デ・ジャネイロ

サン・パウロ

ミナス･ソ エ ライス

パイ-ヤ

ミナス･ジェライス

ミナス・ジェライス

ミナス･ジェライス

リオ･グラソデ･ド･ス

連邦地区

ピアウイー

●

〃、
￣

フ イーハ
●

サンバウロ

連邦地区

｡

〃、 プ ナー

連邦地区

サン・パウロ

●

'、 フ ナー

ﾘオ・デ・ジャネイロ

ゴイアース

ノサソタ･カタリーナ

ﾘオ・デ・ジャネイロ

マラ二コソ

ペルナンプーゴ
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８
５
５
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１
１
１
１
１
１
１
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サンタ･カタソーナ

ペルナソプーゴ

Ｏ

ノ、

ア

フ イー（

ラゴーァス

パイ-ヤ

アラゴーァス

ﾘオ・デ・ジャネイロ

エスピリト･サント

ペルナソプーゴ

ペルナンプーゴ

セア
￣

フー

ミナス･ジェライス

｡

’、
￣

フ ナー

サン・パウロ

リオ･グランデ・｢･ノノ

ペルナソプーゴ

ミナス･ジェライス

サン・パウロ

サン・パウロ

連邦地区

｡

'、 ライ－パ
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ピアウイ-

エスビリト･サソト
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易に行なわれることになったと思われる。

次に，州間の人口移動について考察する。１９５０年の人口調査によれば，

出身州以外に居住するブラジル人の数は５２０万人以上に達し，総人口の１０．

３形に相当した。１９４０年には，３４０万人，８．３形にすぎなかった。第４

表によって，出身州と居住州に従って移住者の地理的分布を把握できる。１９

５０年，２４の州（と連邦地区）で５万人以上の移住者グループが存在し，そ

のうちの３州においては３５万人以上であったが，他方，８州では１０万人を

超えていた。これらのクループは合計で約３２０万人に達し，出身州外に移住

したブラジル人の総数の５分の３を占めた。

そのうえ，これらの移住者は出身地の近隣の州に存在していることと，移住

先の大きな分散を特徴として指摘できる。第４表が示すように移住者流出州は１３，

移住者流入州は１４あり，地域別分布は次の如くである。この表に北部が含ま

れていない理由は，住

民の流出'二関しても，

他州からの流入につい

ても，その割合は高い

けれども，流れのいず

れも５万人に達してい

ないからである。その米地域区分Ｉないからである。その

他の地域において，移住の動きは人口の大部分に影響を与えていることが分る。

第４表'二サン・パウロは移民流入州として５度，パラナーと連邦地区はそれぞ

れ３度，リオ。デ・ジャネイロとペルナソプーコは２度づつ姿を見せている。

移民流出州としてはミナス・ジェライスがもっとも多い６度，ペルナソプーコ

３度，リオ・デ・ジャネイロ，バイーヤ，パライーバ，アラゴーアスが２度，

残りの州が１度現われている。このように，サン・パウロは最大の移住者受け

入れ州で，同州には他州出のブラジル人が１００万人以上（同州人口の約１３

影）の居住が認められる。それに続いて，連邦地区に約９５万人，パラナーに

６５万人以上，リオ・デ・ジャネイロに約４０万人の他州出身者が在住してい

る。また，移民流出に関しては，一般の予想に反して，東部のミナス゜ジェラ

イスが主要な州で，１３０万人の同州出身者が他州に居住している。次いで，

サン・パウロとリオ・デ.ジャネイロがそれぞれ５０万人，パイーヤ４３万人，

－３１－

地.域米 流出州 流入州

北東部

東部

南部

中西部

５
５
３
－

６
４
３
１



増を記録した北部地域，３番目に中西部（４５．７彩増），続いて東部（４１．２

彩増），北東部（３６．５影増）の順となっている。

他の興味ある事実は，地域間の移住と出身地域内の移住者の分布である。北

東部出身者は北部地域へはあまり向わず，北部に居住する北東部出身者は１１１

影から８．３影へと減少，南部地域に北東部地域からもっとも多くの移住者の流

入が見られた。そのため，南部には，１９４０年，９０，６８９人の北東部出身

者が在住していたのが，１９５０年には１９１，２３３人へと１１０．９彩増とな

った。しかし，北東部地域内の同地域出身者の移住には大幅な増加はなかった

（２５．６彩増）。東部における北東部出身者は６１．１形，中西部では３８．２筋

の伸びを示した。東部地域に関して，同地域出身者の南部への移住はかなり増

えた（５６．３％増）けれども，中西部への移住の方がさらに多かった（７４．４

％増加）。東部地域内の人口移動は２８．３形増加したのみで，連邦首都という

大きな人口の吸引の中心地が域内に存在していることを考えると，それは非常

に低いように思われる。南部地域出身者の状況は注目(二価する。この地域では

地域内の人口移動が目覚ましく，１９４０年，南部地域において出身州外に居

住する同地域出身者は２８５，９９３人であったが，１９５０年になると，

６９５，０７３人（つまり，４０９，０８０人の増）になった。これに反して，他

地域在住の南部地域の出身者の伸びはわずか３２影にすぎなかったのである。

１９５０年代の地域間人口移動の継続は第３表から十分に予想できる。すな

わち，南部と中西部は

第３表１９５０年代の地域米別人口増加率引き続き，他地域に比
して，特に北東部の犠

牲の上(二人口を得てい

ることを資料は示して

いる。また，北部への

流入があったことも推

測できる。このような

移住過程は北部一南

部間を中心とする道路

網の整備によって，

１９６０年代に一層容

〔出所〕GEdwardSchuh,鰹TheAgricultural
DevelopmentofBrazir.,NewYbrk,

１９７０，Ｐ､４２．

米地域区分Ⅱ

－３０－

地域 人口増加率ﾚｾﾞﾂﾘ

北．部

北東部

南東部

南部

中西部

４
０
８
７
５

４
２
１
１
５

●
●
■
●
●

３
２
３
４
５

ブラジル ３．０１



第２表地域米別国内移住の動向－１９５０年

各地城出身者l他地域M鮨

１４８β２９ １３８２９７９ ２５７６２８９９０２７９１７３３８９５Ｐ８４２７７２２２６１０６

鱒
②

5659563472311268834207718「58236

，ｏｏＤ１ｏｏｐ１ｏｏ・ＣＩＣＣ、ｏＴ』ＣＯＤ 00.0 １００．０

〔出所〕Ｉbid.，Ｐ､77．

米地域区分Ｉ

居住地域
出身地域

北部 北東部 東部 南部 中西部

移住者総数

各地域出身者 他地域出身者

部
部
部
部
部

東
西

北
北
東
南
中

９２２３４

１７，１７８

３０．４９０

Ｍ４５

Ｍ８２

１１５，０１８

７４８２５６

２５２５２５

１９１２３３

７５f9４７

4,880

３３』５６

1307,455

1β０７β８７

2２２９１１

1,334

Ｍ２８

１６３，５３１

６９５ｐ７３

３７，４２５

IＯＢ１６

3０２５

２２５１８

２１，８７７

１５，１５３

２２４，２８２

８０７ｐ４３

1，７７６，５１９

１，９２１５１５

３５４，９１８

ｌ３２ｐ４８

５８;7８７

４６９Ｐ６４

1２２６４４２

３３９，７６５

地域別移住者 １４８β２９ 1，３８２９７９ 2，５７６２８９ ９０２，７９１ 7３３８９ 5ｐ８４２７７ 2２２６，１０６

他地域への移住者 ５６β９５ ６３４？２３ 1,268,834 2０７，７１８ 5８，２３６

榊成比 ㈲

部
部
部
部
部

東
西

北
北
東
南
中

９
６
５
７
３

●
●
●
●
■

１
１
０
３
２

６
１
２

３
１
３
８
５

●
●
●
●
字

８
４
８
３

５
１
１

５

２
３
７
１
７

●
辛
●
●
●

０
１
０
９
８

５
３

２
６
１
０
１

●
■
●
●
●

０
０
８
７
４

１
７

７
１
８
８
６

●
■

●
●

ロ

４
４
０
９
０

１
３
２
２

４
９
９
８
０

●
■
●
■
●

４
５
４
７
７

１
３
３

５．９

２．６

２１．１

５５．１

１５．３

総計 １００ 0 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００ ● ０ １００ ⑪ 0



米

地域別国内移住の1IMI向第１表 １９４０年

函
②

〔出所〕ConjunturaEc8nomica，No.10,Ｆ.G､V､，RiodeJaneiro，Outubro，1953,Ｐ､76．

米地域区分Ｉ

居住地域
出身地域

北部 北来部 東部 南部 中西部

移住者総殿

各地域出身者 他地域出身者

部
部
部
部
部

東
西

北
北
東
南
中

27907

16,324

20,740

3，７９８

４，６４８

１１２６１６

５９７，９３３

１５６１７０７

9０，６８９

５４９６１

4Ｊ５６

２７，７５８

1ｐ１８，９８７

６４４;7４７

１２８，９７６

８２３

3２１６

１２８，６９０

２８５９９３

24β２１

2J6２７

１，７２７

１４，７２５

1８，５０２

１２，７８３

１４８，１２９

６４６９５８

l３３９Ｂ４９

１Ｐ４３Ｊ２９

２２５，９８９

１２０，２２２

4９，０２５

320β６２

7５７，７３６

２１３２０６

地域別移住者 7３４１７ 1，０１２９０６ 1,824β２４ ４４３３４３ ５０β６４ ＭＯ４ｄ６５４ 1,461Ｐ５１

他j趣域への移住者 ４５５１０ ４１４９７３ ８０５，６３７ 1５７３５０ ３７，５８１

榊成比（鋤

部
部
部
部
部

東
西

北
北
東
南
中

１
１
２
２
３

■
①
Ｃ
●
●

８
２
８
５
６

３
２
２

１
１
５
９
４

、
●
●
●
●

１
９
５
８
５

１
５
１

２
５
７
４
２

●
●
●
●
●

０
１
５
５
７

５
３

２
７
０
５
６

Ｄ
Ｃ
●
●●

０
０
９
４
５

２
６

２
４
２
８
４

●
●
●
●
●

５
３
９
６
５

２
３
２

４
０
３
７
６

●
●
●
●
●

４
９
９
０
６

１
３
３

２
４
０
９
５

●
●
●
●
●

８
３
２
１
４

２
５
１

総計 １００．０ １００．０ １００．０ 100 ● ０ １００．０ １００．０ １００ ● 0



る地域間の人口移動についての主な流れは①と②のパターンであるとみてよ

いであろう。歴史的にみると，まず農業地域から農業地域への移住が起こり，
その後，農業地域から工業地域に向っての人口流出が生じて，時の経過ととも
に後者の流れが重要性を帯びてきた。

本論文においては，最初，１９４０年と１９５０年の両センサスの資料を通

じてブラジルにおける国内移住の動きを跡づけ，地域間および地域内の人口移

動の大きさと方向を明らかにしたうえで，その人口の流れを惹ざ起こした主要

な原因の分析を試みている。続いて，その社会的経済的影響を二つの側面一

労働市場と都市化現象一に焦点を合わせて検討している。

２．国内移住の動向

２．－１．１９４０年。１９５０年両センサスに認められる流れ

植民地時代を通じ，「ブラジルは世界でもっとも人口の機動性の高い国の一

つである」というリーン・スミスの主張を裏づけるようにブラジル人は高い空

間的な機動性を有していた①。しかし，統計資料の欠如ないしは不備のため，

実際上，その動きを跡づけることは不可能に近い。利用できる１８７２年の人

口調査②によれば，南部と中西部の諸県にはかなりの流入人口増が見られ，北

東部と東部では大幅な人口流出が記録されている③。しかし，同人ロ調査の数

値は奴隷と自由労働者によって構成されていて，両者は区別されていないこと

に注意する必要がある。１９世紀の第４四半期，特に１８８８年の奴隷制廃止

以後，自由労働力に対する需要が高まったのに伴って外国からの移住者が大量

に流入することになったため，国内移住者は二次的な地位にとどまり，注目を

浴びることばなかった。しかし，今世紀の中頃から外国からの移住の著しい減

少が起こった結果，国内労働者の流入が完全に主流となり，ようやくその動き

に注意が払われるようになった。

１９４０年と１９５０年の両セソサスによって地域間および地域内の移住の

展開と方向をみてみよう。次の２表は両センサスの時点で出身地域外に居住す

るブラジル人の状況を浮きほりにしている。まず気が付く点は種々の地域の移

住者数の増加に差があることである。南部地域においてもっとも増加率が高く，

１９４０年，同地域在住の他州出身者は４４３，３４３人であったが，１９５０

年には９０２，７９１人に増加している（１０３．６彩増）。次いで，１０２７影

－２７－



第二次産業に関しては，１９４０年，１０形，１９５０年１３．１％と増加を

示している。中西部を除いてすべての地域で上昇傾向にあり，特に南東部（５．

３影増）が際立っている。１９４０年～５０年の割合の変化においても，南東
部（７５．９彩増）の貢献の大きいことを強調しなければならない。

第三次部門も第二次部門と同じ傾向を持っていることが分かる。もっとも高

い地域は南東部（１９４０年．２５．１形，１９５０年，３３．９影）で，第三次

産業に雇用された人口の半分以上（５９．１影）を抱えているだけでなく，その
発展のテンポも目覚ましい。

結局，第一次産業に従事する人口の減少，第二次。第三次産業においては逆

に増加していると言えるが，第二次部門の増加率は相対的に低く，その分だけ

第三次部門への人口流入が続いていると思われる。この背景には大きな構造的

差異が部門間に存在していることを当然予測させる。ここで検討している時期

だけでなく，その後も同傾向が継続した。

第２１表経済活動人口の部門別雇用（影）－１ ９６０年一

〔出所〕０．EdwardSchuh・ＯＰＣ川，Ｐ､48.

しかも，前述の傾向は農村部から国内移住者がもっとも多く流入した南東部

において著しく，とりわけ，サン・パウロ州に過度に集中した工業化過程の進

展がその最大の要因となって，進行したと思われる。さらに，１９４０年，

１９５０年の工業センサスを通じて，工業化と農村からの人口流出の激化との

関連を知ることができる。国全体で，１９２０－１９４０年の期間．工場の増

加は非常に急､速で，１３，３３６から３４９，４１８へと倍以上になった。それ

らの工場のうち，５０影以上が南東部に集中（１９２０年，５５．９鯵，１９４０

年，５６．７影，１９５０年，５３．１鯵）するという特徴がある。そのうえ，サ
ン・パウロ州への工業の集中は異常なほど高く，国の工業生産の２５影以上を

同州だけで占めている。当然，このことは工業労働者数にも反映し，１９５０

年，ブラジルの工業労働者の６７．３影が南東部で雇用されていたのである②。

－５１－

第一次産業

第二次産業

第三次産業

５３．５

１３．９

３２．６

計 １００．０



次表に示されているように，国全体に比較して，サン・パウロ州の工業発展

は著しく高く，同州への国内移住の最初のピークを迎える１９２８年頃からの

伸びが目立っている。明らかに同州への人口流入と工業発展とは，長期的にみ

て，相関性を有していると言える。

００）

ｕｓｔ「ｉａＩｄｏＢｒａｓｉｌ鱒，{ｉｈｅｒＬＯｔＭｍｃ

８.Ｐａｕｌ０，１９３９，ＰＢ４０～４１．

－５２－

蔓２２表工業生産の推移 (１９１４年＝１

〔出所〕RibertoSimonsen，“AEvolu頃。１，．

年
サン･パZプロ州 ブラジル
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ｊ注
①

く

Jos6FranciscodeCamargo，ｏｐ・ｃｌｔ．，ＬＰ､162～163．なお，１９２０

年のセンサスでの経済活動人口は１５才以上の労働者を指している。

Ｉｂｉｄ．，ＰＢ１０４～１０５．②

４－２．都市人口の急増

次表の資料の示すように，１９４０年以降，非常【二急速な都市化現象の進行

が認められる。総人口に占める農村人口の割合は，１９４０年－１９５０年の

第２３表居住地域別人口増加

〔出所〕０．Edvv日rdSchuh，ｏｐ･Cit.，Ｐ､44.

期間に６８．８影から６３．８影，次の１０年間に５３．６影へ低下し，１９６０年

代末にはおそらく都人人口は農村人口を上回ったと思われる①。１９４０年か

ら１９５０年までの期間，農村人口は年増加率１．６形で伸び，都市部では３．９

影であった。そして，同期間の人口全体の平均増加率は両者の中間の２．３影で

あった。１９５０年から１９６０年まで農村人口の伸び率は少し低下して１．３

％であったが，都市人口は大幅'二増加率を高め，５．６影で成長した。人口全体

の平均成長率も３．０影まで上昇した。したがって，この２０年間に農村から都

市への国内移住過程が急速に進んだことは疑う余地のない事実である。

さらに詳細に，同過程を準都市人口の動向も含めて，地域別に考察してみよ

う。前述の如く農村人口の相対的な減少が継続的に発生したが，地域による程

－５３－

』

部門

人口

(100万人）

1940年 1950年 1960年

人ロ増加（１００万人）

940年-1950年 1950年-1960年

絶対数 形 絶対数 形

年増加率

1940年一
1950年

1950年

1960年

農村

絶対数

全体'二占める
脅l合（形）

都市

絶対数

全体【二占める
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１
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３
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８
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４
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4.5
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Ｌ６形

3.9錫

1.3影

5.6％

合計 ４１．３ ５２．０ ７０．１ １０．７ ２６．０ １８．２ ３５．０ 2.3形 3.0形



第２４表都市人口と準都市人口の動向－１９４０年～１９５０年一

１９４０１１９５Ⅱ￣－１９４００－

５８４７

米地域区分Ⅱ

度の差は大きい。結論を先にして言えば，非農村化過程の直接の結果は農村．

準都市・都市の３地域の人口の割合の変動，農村人口の相対的減少，都市人口

の大幅な増加である。
第２５表人口規模別の都市の成長

前表の数値はそれを裏

づけている。すなわち，

１９４０年から１９５０

年までの期間に準都市

人口は１５．６影，都市

人口は６０．３形の増加

を記録し，総人口に対

する習Ｉ合においては，

都市人口は２１．１影か

ら２６．９影に上昇，準

都市人ロは１０宅から

９．３影へ減少したので

ある｡

以上の変化を地域別

にみると，１９４０年

〔出ﾉｦHDLynnSmith，“ＴｈｅＰｅｏｐｌｅｏｆＢｒａｚｉＩａｎｄ
ＴｈｅｉｒＣｈａｒａｃｌｅｒｉｓｔｉｃｓｏｏ，ＪｏｈｎＳａｕｎｄｅｒｓ

(edJ，Mode｢、Ｂ｢azil，Gainsville，1971,Ｐ,60.

－５４－

〔出所〕Jos6FranciscodeCama｢９０，０p・Ｃｉｔ.，ＩＰ､142～１４３．

住民数 １９４０年 １９５０年 １９６０年

2,000～５０００

5,000～１万

１万～１万5000

Zﾗ5000～５万

５万～１０万

１０万～２５万

２５万～５０万

５０万～１００万

100万～２００万

200万～３００万

３００万以上
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２

０
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９

１

合計 ９００ 1，１７４ 1，７９９

地域米

絶対数の増加

(１９４０年～１９５０年）

1940年を基準とし
たj勧限層
(１９４０年～１９５０年）

1940年 1950年 1940年 1950年 都市人口 準都市人口 都市人口 準:Br Ｉ人口

部
部
部
部
部

東
東

西

北
北
南
南
中

８
６
０
５
６

●
●
●
●
、

６
２
０
８
８

１
１
３
１

０
４
２
０
０

●
■
■
●
⑪

２
６
９
１
１

２
１
３
２
１

０
９
６
２
９

●
Ｃ
Ｏ
●
●

１
０
９
９
２

１
１

１

５
０
７
４
４

●
●
●
●
●

９
０
８
８
３

１
１

1６０６１５

1Ｊ３１５６８

３２８９２１６

５９１Ｐ４８

８３Ａ００

１４４６０

２３２００６７

１９３５９７

１３１４６２

6９２６０

５
４
０
７
３

Ｄ
●
●
●
●

５
２
０
５
７

６
６
６
５
７

０
８
１
８
５

●
●
●
●
●

９
４
１
４
２

１
１
２
４

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ２１．１ 2６．９ 10.0 ９．３ 5２５５８４７ ６４８，３９７ 6０．３ 1５．６



～１９５０年の増加率だけから言えば，都市人口の割合は，１）中西部，２）

北部，３）北東部，４）南東部，５）南部の順序で高いが，これまでの人口ペ

ースから考えると，実質的には南東部において農村人口の流出がもっとも多く，

それゆえ，都市化がもっとも激しく進行した。次いで，北東部，南部（特にバ

ラナー州）を指摘できる。このように，急テンポの都市化は，農村人ロと準都

市人口を吸収する方向で進行したが，その際,:準都市人口は農村人口よりも伸び

が低くかつたのである。

統計からみると，ブラジルにおける都市化は，主として中小規模の都市（住

民数2,000～２５万）の急成長を中心として生じたと言って良いであろう。

特に伸び率から言えば，中都市が際立っている。大都市は南東部と北東部に存

在している。直接・間接の形で，疑いもなく農村から都市への国内移住は，ブ

ラジルの大都市の急成長を実現した最大の要因となっているのである。州都の

うち，サン・パウロ市が最大の人口増加をした，つまり，１０年間に８７１β３５

人増えがそれに連邦首都（リオ・デ.ジャネイロ市）が６１３３１０人増で続

いている。サン・パウロ市への移住【二よる人口増加の割合は，同期間，７２５２

影，連邦地区でも７１．３４影と，大幅なものであった②。他の州都においても，

自然増に比して移住による人口増加が大きな比重を占めている。

邪の人口増加の鰍

－５５－

州都 人口

1940年９月１日現笹Ｅ 1950年７月１日現在

人口の増加

1940年～1950年

連邦地区

サン・パウロ

レシ-フ エ

サルバドール

ポルト・アレグレ

ペロ・オリゾンテ

フォルダレーザ

ペＩ／ン
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合計 4，５９９，３９４ 6，７８９，４５７ 2，１９０，０６３



第２７表州都の人口増加の内訳－１９４０年～１９５０年一

．１６

〔出所〕Jos6PranciscodeCamargo，ｏｐ､Cit.，Ｐ,156.

(注）

①ちなみに，１９６０年，アルゼンチン，チリー，ウルグアイ，ペネズェ

ーラを除いて，ラテン・アメリカ諸国の人ロはまだ農村人口の方が多かっ

た。メキシコ，コロンビア，ブラジルは中間的な地位に接近していた，つ

まり，都市人口と農村人口の割合がほぼ同じであった。

－５６－

州都

人口増加

自然増加 移住による増加

絶対数 影 絶対数 影

連邦地区

サン・パウロ

レシ－フ エ

サルパドール

ポルト・アレグレ

ペロ・オリゾンテ

フォルダIノーザ

ペレン

４
３
１
１
７
８
０
５

６
５
５
２
６
８
８
７

７
５
５
１
８
０
０
５

Ｐ
９
９
■
Ｐ
０
Ｐ
Ｇ

５
９
２
７
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４
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２
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合計 ６３８，５９９ ２９．１６ 1，１５１．４６４ ７０．８４

国名
１９６０年（1,000人）

都市人口米 農村人口 合計 者I市人pcD割合(，iウ
アルゼンチン

ボリピア

プラジル未来

チリ－

コロソピア

エクアドル

パラグアイ

ペルー

ウルグアイ

ペネズエーラ

３
１
４
７
６
８
４
８
６
９

０
８
３
０
６
６
６
１
４
５

２
３
１
０
０
４
５
４
２
２

４
Ｌ
４
ａ
Ｚ
Ｌ
４
２
４

Ｐ
●
■
●

１
２

５
８
８
７
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９
０
９
４
４

９
２
２
２
０
１
６
３
１
７

７
３
７
６
７
８
０
４
５
６

Ｐ

ａ
２
Ｌ
２
Ｚ
２
Ｌ
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２
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２
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０
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４
４
１
０
２
６

２
６
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５
１
１
１

６
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６
４
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合計 ６４，７４６ ７４，６８９ １３９ ４３５ ４６



〔出所〕ManoelAugusIoCosta(ed朴`Migra頓eslntemasnoBrasiI鰹，
ＩＰＢＡ/INPＥＳ，ＲｉｏｄｅＪａｎｅｉ「０，１９７１，Ｐ､７６．

米都市人口は，ここでは，2,000名以上の住民を有する市町村の在住

者を指し，他は農村人ロとして分類されている。

未来原資科の違いのため，ブラジルについて都市人口の割合は第２３表の

数値に比べて低くなっている。

②１９４０年から１９５０年までの期間，外国からの移住者は，わずか

１３０，３２７人で，そのうちの４８．５形がサン・パウロ州に入った｡

5．おわりに

以上述べたように都市地域への過度の国内移住は，農村の過疎化の問題こそ

惹起していないけれども，農村から都市への偽装失業者の流出に結果した。工

業部門による労働力の吸収率は都市人口の増加率よりも低かったため，その分

だけ第三次部門，つまり非生産的・非効率的なサービス部門に必然的に流入す

ることになった。そのため，主要な都市にお(ナる急激な都市化の進行過程で，

しばしば，都市に社会費用の負担の上昇をもたらしてきていると一般的に指摘

されるｏ

しかしながら，この指摘は全面的に正しい.とは言えない。なぜならば，目下

進行中の農村から都市への国内移住水準の大幅な変更によって，都市の住民も

含めて国民の福祉が高められるとはかぎらないからである。ある移住者にとっ

て，サービス部門で得られる所得は低く不安定なものであるかもしれないが，

それでも農村地域にとどまっているよりも高い場合が多い。また，同様に第三

次部門の大部分を非生産的と決めつけることは，同部門が経済成長過程におい

て果す役割を考えると肯首できない。多数のサービス業務は，直接的にせよ間

接的にせよ，工業部門の生産性の向上に重要な関連を有していることは周知の

通りであるし，サービス部門の構成要素の異質性も看過できない。つまり，金

融，運輸などのような生産性の高い業種を除外しても，商業，公共事業，社会

保障の活動など，種々の形で第三次産業は工業成長を支えるのに決定的な役割

を担っているのである。したがって，労働節約的な技術進歩によって工業生産

が増加すると，同部門における雇用の機会は減少するかもしれないが，反面で

－５７－



工業部門とサービス部門とのつながりを通じて雇用機会が増加する可能性も否

定できないのである。

それにもかかわらず，目下の都市への人口移動はあまりに急激で，地域的に

も比較的かぎられているため，都市にスラムの形成，犯罪の増加，公共施設の

不足，等々の社会的・政治的諸問題を提起してきているのが現状である。

地域間の人口移動の第一局面は農業から農業への労働力の流れであり，次に

農業から他の産業へ向かうという傾向を持った。このため，先進地域の進歩は

助長されたが，労働力の流出した後進地域の発展は－段と遅れることになった。

換言すれば，プラジルのように広大で，地域的多様性に富む国の抱える，最大

の問題の一つである地域間・部門間の諸格差を深化させる方向で国内移住現象

が機能してきている事実は，社会・経済構造の歪みの是正を一層困難にし，国

民経済全体の連帯性を危機にさらす危険をはらんでいると結論できるであろう。

-５８－


